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1 



Ⅰ-１．都内大規模停電（１）事故の概要 
 10月12日(水)14時49分に発生した埼玉県新座市内の送電設備の火災による回
線の停止により東京都内で最大約36.7万戸、のべ約58.6万戸の停電が発生。 

 停電発生約20分後には、概ね停電解消。約1時間後に完全復旧。 
停電戸数推移 
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１５：３０ 練馬変電所停電発生 
366,900軒 

１５：３８ 池袋・常盤台・北新橋・南新橋変電所停電発生 
219,488軒 

③１５：４８ 
池袋・常盤台変電所復旧 

②１５：３８ 北新橋・南新橋変電所復旧 
205,600軒 

①１５：３８ 練馬変電所復旧 

１６：３３ 
全送（配電系統の切り替
えによる復旧） 

① 
約8分間 

② 
約14秒間 

③ 
約10分間 

（戸） 

（
時
：
分
） 

① 
約8分間 

② 
約14秒間 

③ 
約10分間 

2 



（参考）発災後の経済産業省の対応 
 発災後速やかに、東京電力及び電力各社※に対し、原因究明及び緊急点検な
どを指示するとともに、大規模停電問題省内検討タスクフォースを設置し、
講ずべき対策を検討。 

 電力各社からの報告及び関係者へのヒアリング結果を基に、タスクフォース
において再発防止に向けた対策を取りまとめ、11月16日に経済産業大臣から
東京電力及び電力各社に対し、対策を指示。 

東京電力及び電力各社への指示 タスクフォース及び関係者へのヒアリング 

※北海道電力、東北電力、東京電力パワーグリッド、  
   中部電力、北陸電力、関西電力、中国電力、四国電力、九州電力、沖縄電力、電源開発 
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10月12日 東京電力に早期の原因究明などを指示。 
  13日 東京電力及び電力各社に緊急点検など 
     を指示。 
 
11月10日 東京電力から電気事故報告及び緊急点 
     検結果の報告。 
  11日 電力各社から緊急点検結果の報告。 
  16日 報告を踏まえ、東京電力及び電力各社 
     に対策を指示。 
 

10月18日 第1回タスクフォース開催。省内で連 
     携して再発防止に向けて取り組むこと 
     を確認。 
 
11月15日 第2回タスクフォース開催。再発防止 
     に向けた対策の取りまとめ。 
 
10月14日－11月18日 
     電力会社・ケーブルメーカー・関連技 
     術の知見者、電気以外のインフラ会社 
     など、延べ29者にヒアリングを実施。  



Ⅰ-２．電力各社に対する指示 
 昨年11月16日に以下の対策を指示。 

課題・論点 東京電力への指示 他の電力への指示 

 他のケーブルの安全性 
 脆弱な変電所 

 緊急点検の完了 
 変電所バックアップ  緊急点検の完了 

 すぐに実施すべき対策 
 事故路線の復旧 

 暫定的な状況把握・消火対策 
 北武蔵野線・城北線の早期復旧 

 

 不十分な防火・延焼防止
対策、火災原因の除去 
 

 初動の遅れ 
 広報の不手際 

 防火・消火対策の強化 
 点検方法の見直しとリスクに応
じた計画的なケーブル交換 

 応急対応の迅速化のための措置 
 広報の高度化 

 防火・消火対策の強化 
 点検方法の見直しとリスクに応
じた計画的なケーブル交換 

 
 

 業界内連携  各社との連携  各社との連携 

 中長期的なリスク管理
（オリパラ対応） 

 冗長性の確保 
 防犯体制の強化 

 冗長性の確保 
 防犯体制の強化 

 原因究明後の対応  原因究明を踏まえた対策見直し 
 原因の水平展開 

 

 国への報告  一ヶ月以内  本年度内 
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Ⅱｰ１．事故原因の分析と結果の展開 
（指示）今回の事故の原因が判明した場合は、原因を踏まえ、上記対策の更新・改善を行うこと。また、判明し

た原因を、一般送配電事業者等に水平展開すること。 

• 燃え残ったケーブルを検証した結果、製造時ではなく設置時にできた僅か
な隙間が、経年や地震により拡大し、 徐々に部分放電が起こり易くなる
と共に絶縁紙の炭化が広がり、事故に至ったものと推定。 

＜推定されるメカニズム＞    
 
 
 
 
 
 
 
 
 施工時よりケーブルと絶縁紙界面に比較的大きな油隙（ゆげき）があり、使用中の熱による伸び出しでたわみ、
ケーブルが引き下げられ油隙が拡大 

 油隙に電線の銅と絶縁紙からでた硫黄の化合物が蓄積（放電を起こしやすい状況になった） 
 部分放電により絶縁紙の炭化が発生（更に放電を起こしやすい状況に） 
 さらに東日本大震災の地震動、オン・オフ操作による電気的ストレスなどで劣化が進展し、大電流が発生 
 銅管破裂により着火・火災 

経年により絶縁性が低い 
炭化部が生成 

東京電力 
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Ⅱｰ２．火災防止対策（１）防火対策・消火対策 

（指示）地中送電設備の防火対策（防災シート等）・消火対策（自動消火設備等）が不十分な箇所につ
いて、本年度内に実施計画を策定の上、速やかに対策に着手すること。 

• 概ね１０年以内に、火災防止対策を完了。 
• ＣＶケーブル化計画が明らかな線路は、ＣＶ化により対応。 

• 火災防止対策未対策箇所（3線路)について、昨年12月末に、暫定
対策として消火ボールを設置済。 

• 優先順位をつけつつ、2020年3月までに、全箇所の火災防止対策を
完了。  

東京電力 

電力各社 
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Ⅱ-２．火災防止対策（２）火災の原因除去 

（指示）地中送電ケーブルにおいて同種の事故が生じないよう、最新の知見も取り入れながら点検方法や頻度を
見直し、地中送電ケーブルの状態を適切に把握する体制を整備すること。点検等で把握した地中送電
ケーブルの状態を踏まえ、ケーブルごとのリスクに応じ、計画的にその交換を行うこと。上記について、本年
度内に計画を策定し、速やかに着手すること。 

• 170kV以上の23線路について、ＣＶケーブル化計画を策定。 
• ケーブル状態を適切に把握するため、最新の手法を用いた体制を整備。 
   ※最新の手法：サポートベクターマシン(電力中央研究所）等 

• 上記手法に加えて、IoTを活用した異常予知検知手法を採用。 
• 劣化および系統影響度を考慮した改修線路の優先順位付けを検討し、 

CVケーブル化計画を策定。 
 （２7５kVの１８線路について、ＣＶケーブル化の計画を策定） 

東京電力 

電力各社 
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Ⅱｰ２．火災防止対策（２）火災の原因除去 

電圧
【kV】 

線路数 
※４ 

ＣＶ化実施計画※１（回線延長【km・cct】）※２ 

総延長 １０年以内 
（～2026年度） 

１０～２０年以内 
（2027～2036年度） 

２０～３０年以内 
（2037～2046年度） 

２７５ １８ ７２０ ２１０ ３１０ ２００ 

見直し前 見直し後 

油中ガス分析基準 東電独自基準 最新の知見を導入 

油中ガス分析頻度 6年に１度以内 3年に1度以内 

部分放電常時監視 - 導入 

電圧
【kV】 

線路数 
 

（東京電力分以外）
※３ 

ＣＶ化実施計画※１（回線延長【km・cct】）※２ 

総延長 １０年以内（～2026年度） １０年以降 

１７０
以上 ２３ １６０ ７０ ９０ 

※１．将来の系統変更や電源構成、停電調整などに伴い、対策時期は変更になる可能性がある。 
※２．回線延長は概数 
※３．技術的理由などにより、張替計画の具体化が困難な線路（海底ケーブル、橋梁添架部）を除く。 
※４．POFケーブル５線路含む  

東京電力 

東京電力 
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電力各社 



【参考】IoTを活用した異常予兆検知 

【部分放電測定  基本システム構成イメージ図】 

接続部   接続部※ 接続部※ 

センサー 

終端接続部※ 
測定 
機器 

測定 
機器 

測定 
機器 

測定 
機器 

親局 
子局 子局 

• 今後の超高圧OFケーブルの異常予兆の検知に際し、部分放電を常時監視できるシステムを
検証中 

• 線路の重要度・防災対策の実施状況等を踏まえ、優先度の高い線路を中心に、２０１７
年度以降順次拡大。 

東京電力 （       の例） 
 

10 

※ 接続部：部分放電によって生じるパルス電流を感知するために、接続部にセンサーを取り付ける必要
がある。 

終端接続部※ 



Ⅱ-３．安定供給と国民負担抑制の両立 
（指示）一般送配電事業者等各社との連携・アライアンスの下での効率的・効果的な改修等の実施

に速やかに取り組むこと。 

以下の３点について、電力各社で認識を統一 
 
 ＯＦケーブルに関する劣化特性調査ならびに診断技術の高度化に向け、
各電力が協力 して研究を推進し、得られた最新知見を、適時、保守計画
に反映して合理的かつ効果的な設備更新を図る。 

  
 ケーブル規格等の統一によりメーカーの製造効率を向上させ、資材の安
定供給および融通の可能性を拡大し、効率的な改修を推進させる。 

 
 中・長期的な工事量をケーブルメーカーと共有することで、将来における電
気保安人材の確保に見通しを与え、設備保全・改修に向けた体制を一層
強化する。 

電力各社 
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Ⅱｰ４．中長期的なリスク管理対策 
（指示）東京オリンピック・パラリンピックの開催などを見据え、地中送電設備に対するリスクを

低減する観点から、冗長性の確保や防犯体制の一層の強化について、本年度内に検討を行い、
速やかに対策に着手すること。 

 （例） 
  ・入出溝箇所の施錠多重化、特殊鍵の採用 
  ・不法侵入者の監視強化に向けたカメラ、センサ、警報ブザー設置 
   

• 地域事情や設備形態に応じて、重要とされる施設のセキュリティを再検証
し、必要に応じて強化対策を計画。 

• 資機材等が整い次第、順次展開を予定。 

電力各社 
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11/13 
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侵入者検知 

○ＩＴＶ端末 
各事務所 

自宅等 

○スマートフォン等 

①侵入警報情報 

②動画情報 

社内 
通信網 

録画情報にて侵入者を確
認した場合，速やかに通
報 

警察 

洞道 

• 重要線路収容箇所について、2017年3月末までにセキュリティ強化対策を試験実施。その
後、順次他線路に展開。  (2019年3月末完了目途） 

＜参考＞       の例 東京電力 



Ⅱｰ５．応急対応の迅速化 
（指示）応急対応の迅速化及び広報の高度化に向けて、ハード（センサー等の状況把握手段や自動消

火設備の拡充等）及びソフト（対応要領の見直し等）両面での対策について、本年度内に検討
を行い、速やかに対策に着手すること。 

【システム構成イメージ】 

＜赤外線３波長式炎検知器＞ 

ﾏﾝﾎｰﾙ内状況監視 
（炎感知・カメラ） 

・社内ネットワーク 
・モバイルネットワーク 

設備所管事業所 

設備所管箇所責任者 
油槽 

• IoTを活用。火炎感知器により、火災検知を早期化。 
• 2017年3月までに、給油バルブの遠方閉塞化を試験実施。以降、順次
展開。 

東京電力 
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•発生後随時経営層によるメディア対応実施および速やかな情報伝達体制の
確立（実施済） 
大規模停電発生時及びテロが疑われる場合は、速やかに情報を収集し経営層による迅速なメディア対
応を実施、以降経営層による記者会見を随時開催（2016年12月末までに社内マニュアルへ反映） 
事故発生時に発信すべき情報について、訴求すべきポイントに応じた、各種ツール（画像、系統図、カッ
トモデル等）を充実する 
スマートフォンアプリを活用し、停電・雨雲・地域情報などをプッシュ通知でいち早く配
信できる「TEPCO速報」のサービス開始 

Ⅱ-６．北武蔵野線の復旧・広報の強化 

•北武蔵野線の2回線復旧工事状況は以下の通り。 

東京電力 

15 



Ⅰ．都内大規模停電事故の概要 
 （電力安全小委員会（第１４回）資料６再掲） 

 
Ⅱ．指示に対する各社の対応 
 
Ⅲ．今後のフォローアップについて 
 
（参考）電力安全小委員会（第１４回）資料６再掲 

16 



Ⅲ．今後のフォローアップについて 

 ３月 ７日（火） 各電力会社より報告書受領 
 
 ３月１５日（水）  東京電力パワーグリッドより報告書受領 

 

 
 ３月２１日（月） 電力安全小委員会で報告 

 
 

 今後も、電力安全小委員会で対応状況について、適宜フォロー
アップすることとする。   
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（参考）緊急点検結果概要(2016年11月報告時点) 
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【洞道における防火対策の実施状況（17万V以上ＯＦケーブル）】 

北海道 東北 東京 中部 北陸 関西 中国 四国 九州 沖縄 電源 
開発 

ＯＦケーブル点
検 
（電圧階級） 

良 
(187kV) 

4 
km 

良 
(275kV) 

5 
km 

良
(275/154kV

) 
483/270 

km 

良 
(275kV) 

30 
km 

良 
(77kV以

下) 
25 
km 

良 
(275kV) 

37 
km 

良 
(110kV以

下) 
148 
km 

良 
(187kV) 

3 
km 

良 
(220kV) 

68 
km 

良 
(66kV) 

21 
km 

良 
(500kV以下) 

65 
km 

油量・油圧 
点検 

良 
6 

箇所 

良 
12 
箇所 

良 
1,678/1,437 

箇所 

良 
60 
箇所 

ー 
良 
39 
箇所 

ー 
良 
8 

箇所 

良 
141 
箇所 

ー 
良 
89 
箇所 

油中ガス分析
※ 
分析済箇所／ 
採油箇所 

良 
6/6 
箇所 

(実施調
整中) 
0/12 
箇所 

良 
405/2,605 
264/1,998 

箇所 

良 
265/26

5 
箇所 

ー 
良 

27/51 
箇所 

ー 
良 

12/36 
箇所 

良 
49/207 
箇所 

ー 
良 

126/187 
箇所 

【緊急点検結果の概要】 

※マンホール部を除く 

東京 中部 関西 四国 九州 電源開発 

ＯＦケーブル接続部 
箇所数 2,829 246 30 12 90 195 

接
続
部
防
火
対
策 

防災シート等※２ 

箇所数 1,825 234 6 0 0 0 

自動消火装置 
箇所数 60 12 0 0 66 0 

防火対策未実施 
箇所数 944 0 24 12 24 195 

※１：東北、北陸、中国、沖縄各電力は、17万V以上ＯＦケーブルを洞道内に布設していない。 
※２：防災シート等：防災シート、防災テープ、FRP防災トラフ等 

※１ 
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